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義務教育課

１．児童生徒が学びの主体となる取組の
推進

２．グローバル人材の育成に向けた取組
の推進及び日本語教育の充実

【校長等の総合的なマネジ メント力強化に向けた探究型研修】

○幼稚園等と小学校等間での円滑な接続に向
けた取組の充実

○誰一人取り残さない学びの保障と児童生徒
が学びの主体となる授業の充実に向けた学
習の基盤となる資質・能力（読み解く力等）
を高める取組の推進

○各教科等における「探究的な学び」の一層の
 推進

○学校の教育活動全体を通じた道徳教育の推
 進

○教職員一人一人が学びの主体となる探究的
 な研修の推進

○児童生徒の英語力向上
○グローバルに活躍する人材の育成
○日本語指導に係る研修の充実や教育環境の

整備の推進

【ＡＩの活用による英語教育
  強化事業】

【幼児教育センターのチラシ】

【英語授業づくりプロジェクト】



「読み解く力」で高める授業力アップデート事業について

各学校
・授業実践

・RST（小５）の実施及び分析

研究拠点地
域モデル校

・授業改善及び
学校総体での
実践

・RST(小5～中2)
・授業づくり研
修会等の公開

義務教育課・各教育事務所・教育センター
・伴走支援 ・映像資料等の提供 ・プラットフォームの構築
・実践事例の発信

授業改善
推進リー
ダー会議

・資料の作成及
び実践収集

・管内での推進

教科書を使いこなす

学習用語を理解する

読み解く力を高める



事業の目的等 目指す成果等事業の構想（計画）

【現状・課題】
○ TSMCの熊本進出により、台湾
と熊本の交流が加速化
○ 熊本の半導体関連産業を後押
しするためには、若者の異文化
理解と国際的な人材育成が急務
○ 教員が海外（台湾）の文化や
歴史、産業、教育の現状（大学進
学、高校留学の経済的優位性等）
を理解し、多くの児童生徒に伝え
る必要性あり
【目的】
小中高校教員を対象とした台湾現
地研修を実施し、台湾との教育・文
化交流を推進・強化するための教職
員の育成を図ることで、多くの児童
生徒の国際対応能力の育成及び台
湾をはじめとした海外留学を促進す
る。

グローバル・コンピテンシー育成事業

０１ 教職員の台湾派遣研修事業
・派遣先：台湾（教育機関・学校視察）
・期 間：３泊４日
・参加者：教員３０人（３班に分かれて実施）
（１）事前研修【８月】

台湾の教育、産業、文化、歴史等を学び、学校教育に展開していく
ことをイメージし、研修目的を明確化

（２）台湾現地研修【１１月～１２月】
台湾の教育（小中学校、高校、大学）、サイエンスパーク、熊本と歴
史的に深い関係地の視察、教育関係者との交流など

（３）事後研修【１２月】
研修成果発表会及び各学校や校長会議等での復講

０２ 海外交流サポート事業
・市町村や県立学校等が他国等との交流等を行っている状況の把握
・先進的な国際交流活動の成果等の周知

令和8年4月30日現在

【期待される効果】
○ 国際対応能力の育成
本事業及び台湾とのMOU 締結

 を機に、学校間の交流が一層活発
 になることにより、児童生徒の異文
 化対応力や国際感覚が育成
〇 教育の質の向上
台湾の先進的なICT教育、英語
教育、防災教育等についての学び 
を取り入れた授業改善が推進
〇 海外留学、進学の促進

  台湾との交流の活発化及び、派   
遣教員による海外で学ぶ意義や魅
力などの発信が、高校生の海外留
学や海外大学進学の後押しとなり、
留学者数の増加
〇 人材往還の推進

 留学等で身に付けた国際対応力
を発揮し、熊本の半導体関連産業
等での活躍

小中学校等 高等学校等 大学等・就職

台湾を含む高校交換留学促進

台湾の学校との教育交流の促進（台湾の文化・歴史・産業等に関する学習、熊本の発信）
台湾等海外大学等への進学促

進

熊本の半導体関連産業への就職台湾への修学旅行等の実施

国際社会の一員としての意識形成

教員が台湾との教育・文化交流推進のファシリテーター
として、各地域・学校において学びを子供たちに還元、
台湾との教育交流の実現

世界と熊本の
懸け橋となる
グローバル人材
育成の推進

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

11 実施要綱発

出

6 公告日

24開札日

3 推薦者〆切

20 派遣者決定

通知

3 事前研修 9 第1班出発

16第2班出発

30第3班出発

25 事後研修

事
業
の
流
れ



教育政策課

２．教育ＤＸの推進について

１．学校の働き方改革の促進について
◯令和６年(2024年)１１月に｢熊本県の公立学校における働き方改革推進プラン(第２期)｣を策定
し、学校現場の働き方改革の取組みを促進。令和８年(2026年)２月に本プランを一部改訂し、
給特法で策定が義務付けられた業務量管理・健康確保措置実施計画に位置付け。

◯時間外在校等時間が月４５時間以内となる教育職員の割合を新たに目標として追加し、教職員
の割合と同様に、令和１１年度(2029年度)までに100％とする目標値を設定。

◯県プラン及び各市町村教育委員会が策定した業務量管理・健康確保措置実施計画に基づき、
引き続き、ICTを活用した業務効率化や学校業務改善事例集の活用等による業務削減等の取組み
をお願いします。

◯令和７年(2025年)３月に｢熊本県学校教育情報化推進計画｣を策定し、｢個別最適な学び｣と
 ｢協働的な学び｣の一体的充実、データの連携による新たな学習指導・学校経営の高度化(校務
ＤＸ)に向けた取組みを推進。

◯１人１台端末の活用促進や優良事例の活用による校務効率化の取組みをお願いします。
※指標の数値は市町村立学校のみ抜粋



社会教育課

２．地域学校協働活動の推進について

１．家庭教育支援の充実について
◯保護者同士のつながりをつくる「親の学び」講座の全小・中学校実施１００％を維持する。中学
校では、生徒対象の次世代編プログラムの活用を推進する。

◯「親の学び」トレーナー研修の内容や派遣形態を工夫するとともに、「親の学び」進行役養成講
座への学校職員の参加者を増やし、「親の学び」プログラムを通した家庭教育の質の向上を図る。

◯地域とともにある学校づくり、「社会に開かれた教育課程」の実現のため、高校生等を含めた
五者連携によるコミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な推進を図る。

◯地域学校協働活動推進員（統括的な推進員を含む）が県内に３３５名配置（Ｒ７実績）され、
全ての学校がカバーされている。推進員の常駐的な配置及び育成について支援する。

３．熊本県電子図書館「くまもとｅ－ｂｏｏｋｓ」について
◯教育支援型電子図書館として、探究学習や教員の教材研究等に役立つ約９，０００冊の書籍を利
用できる。図鑑や日本語学習書籍等、学校図書館を補完する資料も充実している。

◯教育用タブレットでの利活用を推進。希望する小・中学校に随時ＩＤ、パスワードを交付中。

４．こども本の森 熊本について
◯県民参加型の運営を目指し、寄附金を受付中。末永く県民に愛される施設とするため、各種イ
ベントを通じて社会的気運の醸成を図っていく。

◯こどもたちがこの場所で本と出会い、感性や創造力を育む場として、ぜひ校外学習・社会見学
等での御活用をお願いしたい。

◯多様な体験活動や交流機会を充実させるため、地域や各種団体及び県内国立青少年教育施設等
と連携し、青少年教育施設等を活用した様々な体験活動等を実施する。

◯豊かな体験活動の充実に向け、２泊３日の集団宿泊学習の実施をお願いしたい。

５．県立青少年教育施設の利活用について



高校教育課

熊本スーパーハイスクール(KSH)構想

普
通
高
校
・専
門
高
校

情報発信の強化 Instagram Facebook

高校改革推進室公式SNSアカウント

TikTokX（エックス）

•ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟや大学企業見学等の
取組費用を支援します。

職業体験・大学企業等見学

•講師の招聘費用を支援します。

出前講座・出前授業

•企業や大学等と連携した取組費用
を支援します。

探究活動・課題研究

•ｷｬﾘｱ教育の充実に資する企業や
大学等の連携をｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄします。

ｷｬﾘｱﾌﾟﾗﾆﾝｸﾞｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰ

KSH全体発表会「県立高校学びの祭典」

グローバル人材の育成

県立高校が一堂に会して日頃の研究成果を発表！
今年度はR8.12.19（土）
＠グランメッセ熊本 で開催！

九州の公立校初！
R9年度、八代高校に国際バカロレア（ＩＢ）の
ディプロマ・プログラム（DP）導入予定！
R8.6.19（金）、8.29（土）に啓発セミナー開催！

ホームページ、パンフ、
SNS等展開中！

高校教育改革を推進！

R8 第１回IB啓発セミナーチラシ,



特別支援教育課

２．障がいのある子供と障がいのない子供が可能な限り同じ場で学ぶことの追求について

３．関係機関との連携強化による切れ目ない支援の充実について

１．子供の可能性を最大限に伸ばし、自立と社会参加を見据えた指導・支援の充実について

①多様な教育的ニーズに応じ、困難さを本人の立場で捉え、ユニバーサルデザインや合理的配慮を前提に分かりやすい授業づ
くりや、障がいの特性に応じた指導内容や指導方法の工夫をする。
②子供たちが夢を持ち、一人一人に応じた社会的・職業的自立に必要な資質・能力を育めるよう、新たな学習や生活への意欲
につなげ学校での学びと社会との接続を意識できるようにする等、キャリア教育の充実を図る。
③障がいによる困難さを補い、学習や生活を豊かにするための情報活用能力を育成するため、適切に指導し、授業等において
ICTの能動的な活用を図る。

（１）全ての教職員の特別支援教育に係る資質と専門性の向上
   ①通常の学級⇒障がいの有無を問わず共に学べるよう、多様な教育的ニーズに対応できる学級経営や授業づくりを行う。
   ②特別支援学級・通級による指導⇒特別な教育課程、個別の教育支援計画や個別の指導計画を作成し、障がい特性に応じた指

 導と自立活動の実践力を高め、一人一人の多様な教育的ニーズに応じた指導を行う。
   ③特別支援学校⇒子供の「困難さ」に応じて指導できる幅広い知識・技能を習得し、自立活動等の実践力を高め、より専門的

な指導を行うとともに、その専門性により小中高等学校等へ助言や援助を行えるようにする。
（２）交流及び共同学習の充実
   ①誰もが相互に人格と個性を尊重し合えるよう、交流及び共同学習の活動の意義やねらいを明確にし、子供の資質・能力を育

成できるようにする。
   ②交流及び共同学習の実施にあたっては、事前の準備、実施後の振返りについて年間指導計画に位置付ける等、計画的・継続

的に取り組めるようにする。 

①全ての学校で校内支援体制の充実を図り、一人一人の多様な教育的ニーズに応じ、学びの場をより適切に検討できるよう、
関係機関と連携し、日頃から子供の学習や生活の状況、障がいによる困難さ等を把握できるようにする。

②個別の教育支援計画を本人や保護者、関係機関と協力して作成し、進級・進学時はガイドラインに基づき確実な引継ぎを
行い、適切な指導及び必要な支援、合理的配慮が行えるようにする。

③各発達段階において、地域で切れ目ない支援を受けられるよう、「段階的な支援体制」に基づき関係機関と連携する。

〇共生社会の実現に向けたインクルーシブ教育の推進のため、
障がいのある子供も障がいのない子供も、可能な限り共に学
び、成長する教育環境を構築することが不可欠

共通理解
「通常の学級での学びが基本」



学校安全・安心推進課

３．安全教育及び安全管理の充実について

２．いじめの未然防止と対応の充実、自殺予防について
◯いじめに向かわない態度・能力を育む教育を推進

→人間関係を形成していく能力や意見の異なる他者を理解する能力の育成

◯ＳＯＳの出し方に関する教育及びＳＯＳの早期発見や相談体制の整備の推進
→「ＳＯＳの出し方に関する教育プログラム集」の活用
→１人１台端末を活用した心の健康観察の積極的実施

◯いじめの初期対応及び専門家や関係機関との連携を含めた組織的な対応の推進
◯児童生徒の自殺予防に向けた取組の推進

◯安全管理の充実
→学校安全計画・危機管理マニュアルの見直しサイクルを構築
→事前・発生時・事後の三段階に応じた危機管理と、組織的な安全管理の充実

◯防災教育の充実
→「くまもと学校防災月間」等の取組を基盤とした防災教育の充実

◯交通安全教育及び通学路等の安全対策の推進
→道路交通法の改正を踏まえた、自転車乗用時のヘルメット着用等の交通安全教育の推進
→関係機関・団体等と連携した、通学路等の交通安全及び防犯対策の実施

１．不登校対策について
◯全国では１２年連続で不登校児童生徒数の増加（県内も高止まりの状況）
  →不登校対策重点取組事項に基づいた学校内外の専門機関と連携した支援の充実
→県ＨＰ「不登校児童生徒への支援について」に掲載している情報の活用を
→教育支援センター及びフリースクール等民間施設を利用する不登校児童生徒に対する経済的支援の実施
（就学援助世帯を県で実施、就学援助世帯以外を市町村で実施し県が市町村に補助）



体育保健課

２．くまもとスポ好き共創プロジェクトについて

３．体育活動中の事故防止について
○令和７年度の体育活動中の事項は１８件（前年度比５件増）、体育的行事・全校体育等にお
ける事故件数が増加している。

〇通知等を踏まえた指導体制のもとでの体育活動をお願いする。

１．中学校部活動の地域展開について
◯「熊本県における部活動改革及び地域クラブ活動の推進等に関する改革方針

～子供が主役となる部活動の地域展開に向けて～」（令和８年４月）
・令和８年度から令和13年度までの６年間を「改革実行期間」とする。
・休日の改革は、令和13年度末までに全ての市町村において地域展開の完了を目指す。
・平日の改革は、準備が整った地域、学校、種目から順次、地域展開を進める。
・学校と地域がそれぞれの役割を適切に担い、地域全体で子供たちの活動機会
を確保できるよう持続可能な体制の構築を図る。

◯教職員をはじめ児童生徒や保護者等の理解促進を求める取組を実施する。
（ホームページ随時更新、８月に市町村ミーティング開催予定）

◯「運動やスポーツが好き」と答える児童生徒の割合は小５中２男女ともに令和６年度より増
加している。

◯令和７年度から「くまもとスポ好き共創プロジェクト」として、児童生徒が運動
やスポーツを好きになるための「１学校１チャレンジ」の取組を実施している。
≪令和７年度最優良校：玉名市立玉水小学校、水俣市立水俣第二中学校≫



業務量管理・健康確保措置実施計画の策定

学校人事課

２.人材育成等
【課題】
新規採用者増加による若手教員の増加

→ 人材育成が重要

（１）人事評価の活用
○教職員一人一人の資質向上

○学校組織の活性化

○キャリアステージに応じた目標設定

○達成状況の確認→適切な評価

（２）ｽｰﾊﾟｰﾃｨｰﾁｬｰの活用
○熊本県全体の教育力向上・若手教員の育成

（３）採用前研修の実施

１.教員不足について
【主な要因】
●新規採用者の増加に伴う臨採の枯渇
●特別支援学級増加等による教職員定数の増加

【改善策】
① 特別支援学級の適正化及びインクルーシブ教育の推進
② 役職定年及び再任用教員を増やすための呼びかけ強化
③ 講師等派遣事業（ﾃｨｰﾁ・ﾌｫｰ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ）の活用
④ 教員採用選考考査の改善
・大学３年生等対象の早期特別選考の実施
・大学等推薦特別選考の対象校種・教科の拡大 等

⑤教員の魅力発信（プッシュ型情報提供）
  ・大学説明会 ・中高生対象の教員魅力発信講座
・ 「熊本県チャレンジ！未来の先生説明会」の充実

３.働きやすい職場環境づくりについて
【課題】
労働人口が減少、質の高い・多様な人材の確保
→働きやすい職場環境＝選ばれる職場

（１）教員業務支援員等の配置拡充
○教員業務支援員の全校配置（九州初）
○教頭マネジメント支援員の継続配置 等

（２）働きやすい職場環境づくり
○ハッピーシェアウィークスの取組
○育児休業等サポート手当に係る制度の導入
○時差出勤の試行導入

効果的な
活用を

★令和７年６月に給特法が改正
→国は、令和11年度までに、教育職員の1ヵ月の時間外在
 校等時間を平均30時間程度に削減することを目標

市町村教育委員会においては、業務量管理・健康確保
措置実施計画の策定が義務付けられた。
学校における業務分担の見直しや適正化、必要な環境整備等、在校
等時間の長時間化を防ぐ取組について、具体的な取組内容等を記載。

・「業務の３分類」を踏まえた業務見直し
・業務の適正化に向けた学校における措置
・職員の健康及び福祉の確保に関する取組

毎年の実施
状況を公表



熊本市の教育が目指すもの

～令和８年度の主な取組～

令和８年５月２９日
熊本市教育委員会

楳木 敏之
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01｜熊本市教育委員会の組織



教
育
委
員
会
（教
育
長
・教
育
委
員
［５
名
］）

教
育
次
長
［2
名
］

学校教育部

教育総務部

指導課 学務支援課 教職員課

総合支援課

健康教育課 人権教育指導室

特別支援教育室 教育相談室

教育センター

幼稚園［6園］ 小学校［92校］ 中学校［42校］

高等学校［2校］ 特別支援学校［２校］ 専修学校［1校］

共同調理場［13場］

教育政策課 教育改革推進課 学校施設課

地域教育推進課放課後児童育成課

熊本市立図書館 熊本博物館

01｜熊本市教育委員会の組織

R８.4.1現在



02｜熊本市の教育が目指すもの



「熊本市教育振興基本計画」：「熊本市教育大綱」として位置づけ

教育基本法 第１７条 第２項

当該地方公共団体における教育の振興のための

施策に関する基本的な計画を定める

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正（平成２７年４月施行）

「総合教育会議」の開催

「熊本市教育大綱」の策定（平成２８年３月）

令和６年度より新たに策定

02｜熊本市の教育が目指すもの



熊本市教育振興基本計画(令和６～令和９年度) ［熊本市教育大綱］

基本理念

豊かな人生とよりよい社会を創造するために、自ら考え主体的に行動できる人を育む

基本方針（１） 主体的に考え行動する力を育む教育の推進

基本方針（2） こども一人ひとりを尊重した教育の推進

基本方針（3） 最適な教育環境の整備

基本方針（4） こどものいのちと権利の擁護

基本方針（5） 生涯にわたる学びの提供と学びの成果をいかす機会の創造

基本方針（6） 市民が身近に楽しめる文化芸術の振興

基本方針（7） ライフステージに応じた生涯スポーツの推進

02｜熊本市の教育が目指すもの



主体的に考え行動する力を育む教育の推進

① 豊かな心と健やかな体を育む教育の推進

② 自ら学びに向かう力を育む教育の推進

③ 社会の形成や持続的発展に

主体的に貢献する力を育む教育の推進

④ 遊びを通して創造的な思考や

主体的に行動する力を育む幼児教育の推進

02｜熊本市の教育が目指すもの

基本方針（１）

熊本市教育振興基本計画(令和６～令和９年度) ［熊本市教育大綱］

基本理念：豊かな人生とよりよい社会を創造するために、自ら考え主体的に行動できる人を育む



① 個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実

② 特別支援教育をはじめとする

多様な教育的ニーズに対応した支援の充実

③ インクルーシブ教育の推進

④ 体罰・暴言等の根絶

02｜熊本市の教育が目指すもの

熊本市教育振興基本計画(令和６～令和９年度) ［熊本市教育大綱］

基本理念：豊かな人生とよりよい社会を創造するために、自ら考え主体的に行動できる人を育む

こども一人ひとりを尊重した教育の推進基本方針（2）



02｜熊本市の教育が目指すもの

熊本市教育振興基本計画(令和６～令和９年度) ［熊本市教育大綱］

基本理念：豊かな人生とよりよい社会を創造するために、自ら考え主体的に行動できる人を育む

最適な教育環境の整備基本方針（3）

① 安全・安心な学校づくりの推進

② 働き方改革の推進

③ 学校におけるマネジメント体制の強化

④ 地域や家庭と連携した教育環境の整備



02｜熊本市の教育が目指すもの

熊本市教育振興基本計画(令和６～令和９年度) ［熊本市教育大綱］

基本理念：豊かな人生とよりよい社会を創造するために、自ら考え主体的に行動できる人を育む

こどものいのちと権利の擁護基本方針（4）

① こどもの最善の利益を守る環境づくり

② 家庭環境に左右されない学習機会の充実

③ ライフステージに応じた継続的な支援の充実

④ こどもの権利擁護に関する理解の促進



02｜熊本市の教育が目指すもの

熊本市教育振興基本計画(令和６～令和９年度) ［熊本市教育大綱］

基本理念：豊かな人生とよりよい社会を創造するために、自ら考え主体的に行動できる人を育む

生涯にわたる学びの提供と学びの成果をいかす機会の創造基本方針（5）

① 学びと活動の循環による環境の整備

② 生涯学習関連施設の機能充実

③ 青少年の健全育成



02｜熊本市の教育が目指すもの

熊本市教育振興基本計画(令和６～令和９年度) ［熊本市教育大綱］

基本理念：豊かな人生とよりよい社会を創造するために、自ら考え主体的に行動できる人を育む

市民が身近に楽しめる文化芸術の振興基本方針（6）

① 文化芸術活動の推進

② 歴史的文化遺産の調査研究、保存整備と活用



02｜熊本市の教育が目指すもの

熊本市教育振興基本計画(令和６～令和９年度) ［熊本市教育大綱］

基本理念：豊かな人生とよりよい社会を創造するために、自ら考え主体的に行動できる人を育む

ライフステージに応じた生涯スポーツの推進基本方針（7）

① スポーツ機会の充実

② 競技力の向上

③ スポーツ施設の整備・機能充実



03｜令和８年度の主な取り組み



（１）主体的に考え行動する力を育む教育の推進

（２）こども一人ひとりを尊重した教育の推進

（３）最適な教育環境の整備

（４）こどものいのちと権利の擁護

（５）生涯にわたる学びの提供と学びの成果をいかす機会の創造

予測困難な時代において、こども一人ひとりが豊かな人

生とよりよい社会を創造し、それぞれの夢や希望の実現

に向けて自ら考え主体的に行動できるよう、

多様な教育機能の整備・充実を図ります。

取組方針

03｜令和８年度の主な取組



（１）主体的に考え行動する力を育む教育の推進

一人一台端末を活用した教育の情報化（14億9,380万円）

「主体的に考え行動する力を育む教育」を実現するために必要なICT環境

整備を行う。

 小中学校の児童生徒1人に1台整備しているタブレット端末の

さらなる活用の推進

ICTを活用した児童生徒一人ひとりの学習状況に応じた支援

次世代の公務DXの推進（9億5,400万円）

教職員が利用する地域教育情報ネットワーク（e-net）の安定稼働や次期構築

に向けて、インフラや端末利用環境等の検討を行う。

03｜令和８年度の主な取組



ICT機器を活用した授業の様子

03｜令和７年度の主な取組03｜令和８年度の主な取組



（１）主体的に考え行動する力を育む教育の推進

理系・デジタル人材育成の推進（5,202万２千円）

デジタル等成長分野を支える人材育成の必要性が高まっていることから、

企業版ふるさと納税による寄附金を活用し、人材の育成に取り組みます。

03｜令和８年度の主な取組



（２）こども一人ひとりを尊重した教育の推進

学級支援員の派遣（５億1,040万円）

教育現場において、特別な配慮を要する児童生徒や支援を要する学級に対し、

担任の補助となる学級支援員を派遣することで、児童生徒の安全確保等を図る。

スクールカウンセラー・
スクールソーシャルワーカーの配置（1億8,370万円）

いじめや不登校などの諸課題の予防・解消のため、スクールカウンセラー・

スクールソーシャルワーカーを雇用し、専門的なカウンセリングや生徒指導上の

諸課題の予防及び解消に取り組む。

03｜令和８年度の主な取組



（２）こども一人ひとりを尊重した教育の推進

いじめ・不登校対策の推進（6億1,100万円）

いじめや不登校への対策に取り組む。

ユア・フレンドの実施や心のサポート相談員の配置

フレンドリーの運営

オンライン学習支援の実施 等

03｜令和８年度の主な取組



― 誰ひとり取り残さない

教育ICTを活用した

オンライン学習支援

483人が登録

フレンドリーオンライン

03｜令和８年度の主な取組



03｜令和８年度の主な取組



（３）最適な教育環境の整備

学校部活動の改革（1億2,390万円）

指導者や寄附の募集を行うため、制度の趣旨や社会的意義を幅広く周知し、指

導者の担い手及び財政支援の協力を得て、持続可能な運営体制を目指す。

教職員の人材確保の推進（２８0万円）

新たに「ペーパーティーチャーアシスタント事業」を開始。

ペーパーティーチャーに学校現場を体験していただくことで、教壇に立つことへの

不安を軽減し、常勤講師・非常勤講師としての任用につなげる

天明義務教育学校の開校準備（3,000万円）

本市初の施設一体型義務教育学校の開校に向け、初度備品等を調達する。

03｜令和８年度の主な取組



天明校区施設一体型義務教育学校の整備 完成イメージ

03｜令和８年度の主な取組



（３）最適な教育環境の整備

小学校給食費の無償化等（4億2,918万2千円）

国による学校給食費の抜本的負担軽減（いわゆる給食無償化）に上乗せする形で、

小学校における給食費無償化及び中学校における負担の軽減を実施する。

学校施設・設備等の整備や
体育館等への空調設置の推進（97億3,548万5千円）

学校施設長寿命化計画に基づく施設や設備の改修、エレベーター整備、トイレの

洋式化等バリアフリー化や、体育館等への空調設置に向け、設計を実施する。

03｜令和８年度の主な取組



（３）最適な教育環境の整備

学校施設等における性被害防止の取組（2,483万7千円）

小中学校等における性被害の未然防止や早期発見等に取り組む。

03｜令和８年度の主な取組

① 未然防止 ② 早期発見 ③ 被害者支援

・校長、園長、児童育成クラブ
支援員を対象とした、こどもの
性被害防止に向けた研修

・全小学校を対象とした「いの
ちの大切さを考える講演会」の
実施

・公立幼稚園へのパーテーショ
ン等の設置

・学校の正門、通用門、児童育
成クラブ専用施設への防犯カメ
ラの設置

・児童育成クラブ専用施設への
セン サーライト等の設置

・学校において、直接弁護士に
相談できる「スクールロイヤー」
制度を整備

203万7千円 2,150万円 130万円



（５）生涯にわたる学びの提供と学びの成果をいかす機会の創造

児童育成クラブの体制整備（27億1,640万円）

授業終了後に適切な遊びや生活の場を提供して児童の健全育成を図るため、

児童育成クラブの運営を行う。また、児童が安心して過ごせるよう、手狭な施設や

老朽化した施設の増改築に取り組む。

市立図書館の整備（2億8,170万円）

電子図書コンテンツを充実させ、サービスの拡充・強化を図る。

また、福祉施設への図書装備作業の委託を拡大し、障がい者の方々の就労機会の

確保や、やりがい創出に寄与する。

03｜令和８年度の主な取組



（５）生涯にわたる学びの提供と学びの成果をいかす機会の創造

Kumamoto Education Weekの開催（650万円）

こどもから大人まで幅広い世代の人々が集まり、これからの教育について考え、

語り合い、思いを発信することを目的として開催する。

03｜令和８年度の主な取組



04｜教育委員会所管の予算の推移



※（）内は一般会計の予算額に
対する構成比

令和６年度 令和７年度 令和８年度

伸率 伸率

一般会計 4,014 4,193 4.5% 4,378 4.4%

教育費 729.1
(18.2%)

760.1
(18.1%)

4.3%
810.4
(18.5%)

6.6%

うち教育委員会 654.5
(16.3%)

675.9
(16.1%)

1.6%
731.8

(16.1%)
1.6%

第8次総合計画に基づき、こども・子育て政策の強化などに積極的に取り組み、
過去最大の予算規模となった。

（単位：億円）

55.9億増

04｜教育委員会所管の予算の推移

令和７年度から約55.9億円増加
※小学校の給食無償化、体育館等の空調整備等により増額

約732億円

教育委員会事務局所管の教育費



熊本市教育委員会は、このような取組により
豊かな人生とよりよい社会を創造するために

自ら考え主体的に行動できる人
を育んでまいります。
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